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L 問題 の 所在

　環境問題を解決 しサ ス テ ィ ナ ブル な社会を構築

す る た め の
一

手段は、環境教育で ある。初等中等

教育に お い て は、1990年代を通 して 環境教育 の 実

践や研究が蓄積され て き た。他方、大学 に お い て

は、環境教育は緒 に 就 い たば か りで あ り、今後、

環境教育を推進するための 様 々 な施策や教育方法

の 確 立 が 必 要 と され る。そ の た め に は、大学 にお

け る環境教育に 関す る 基礎的研究が 不 可 欠 で ある。

　以上 の 問題意識 に 立 脚 して 、本報告 で は、高等

教育論 に お け る 「日本 の 大 学 の 環境教育」 研究を

レ ビ ュ
ー

し、今後 の 研 究 の 展 望 を 提示 す る こ と を

目的 とす る。

2．先行研究の 検討

　1991年の 大学設置基準の 大 綱化以降、高等教育

研究者 （大学院生を含む）が増加 し、そ れ に伴 い 、

高等教育論 が 対象 とす るテ
ー

マ や領域が拡大す る

傾向 に あ る。こ の よ うな状況 下で 、近年、高等教

育論の テ ー
マ 別 に、研究 レ ビ ュ

ーが 行 われ て い

る
注 D

。しか し、「目本 の 大 学 の 環境教育」 研究 に

関 して は 言及 されて い ない 。
3．研究 の 方法

3．1 環壌科学 の 時代区分

表 1 環壌科学の 時 代区分

大区分 小 区分 期 間 メルクマ
ー1レ

環 境科学前史 1957 〜1967 衛 生 工 学 科

第
一

次環 境ブ ーム 1968 〜1978 環境 冠学 科フ ァ
ー

ス ト・

サ イ クル 第
一

次停 滞期 1979〜1986

第二 次環 境フ
  ム 1987 〜 環獎科学会セ カ ン ド・

サ イ クル 第 二 次停 滞期

　本研究で は、山 田・塚 原 （1986）の 「科学研 究の ラ

イ フ サイクル 論」 の 枠組み に 準拠 して 、表 1 の よ

うに環境科学の 時代区分を行 う。

　環 境科学 に は 2 つ の ライ フ サ イ クル が 存在す る

が、各 ライ フ サイ ク ル は 環境 の 資源配 分が盛 ん に

なされ た 環境 ブーム とそ の 後 の 停滞期に区分 され

る。現在は、第二 次環境ブーム で ある。

3．2分析の 方法

　本研究 で は 、まず、1968 年 か ら 2007 年 ま で の

40 年間の 「日本 の 大学 の 環境教育」 研究 の 動向を

概観す る。その 中で 高等教育論 に よ る研 究 を対 象

と して、論点を整理す る。更に、それ らの 研究を

束ね て マ ッ ピ ン グ（歴 史的俯瞰）を行なう。こ の 結

果 を、後進 の 研 究グル
ープ で あ る 環境省 の 「持続

可能 なア ジ ア に 向けた大学 に お け る環境 人材育成

ビジ ョ ン 検討会 」 発行 の 「ビ ジ ョ ン t と比 較検討

す る。

4．分析 結 果

4．1 「日本 の 大学の 環境教育」 研 究 に お け る 高等

教育論の 位置づ け

　日本 の 大学 の 環境教育に 関する研究 は、実践的

な関心 が 強く、環境教育の 内容を中心 に構成 され 、

管見す る 限 りで は、現場の 大学教員 の 視点、或 い

は ジ ャ
ー

ナ リス テ ィ ッ クな論稿が 顕著で あ る。

　他方、高等教育論の 領域 にお い て は、内山 の
一

連 の 研 究を除 い て は 、環境教育 に殆 ど関心が持た

れ て い な い 。

　従 っ て、以 下 で は、後者の 研 究 を 対象と して 、

高等教育論 におけ る 「日本 の 大学 の 環境教育」 研

究 の 動 向の 分析を行 う。

4，2．高等教育論 に おけ る 「日本 の 大学 の 環境教

育」 研 究 の 論点

高等教育論 に お け る 「日本 の 大学の 環 境 教 育 」研

究 は、以下の 10項 目 に 分類 で き る。

（1）高等 教 育政 策 ・制 度 ・組 織 的 側 面 の 分析 を 主

要なア プ ロ
ーチ と し、そ こ を起点 と して 大学 の 環

境教育 の 「中身 」 に 入 る とい うス タ ン ス を とっ て

い る （内 山，2000）。

（2）大学の 教育研 究組織を、環境冠学科（環境を 冠

す る学部 ・学科 ・大学院の 総称）と非環境冠学科に

区分 し、大学組織 の 全体的動 向の 中 で 、前者を中

心 に 分析 を 行 な っ た。

（3）表 1 に基 づ き、時代 区分毎 に 大学 の 環境教育
の 特徴 を見出 し、歴史的な俯瞰 を行 っ た。

（4）歴 史的俯瞰 の 中で 、日本 の 大 学の 環境教育の ル

ー
ツ の

一
つ は衛生工 学で あ り、も う

一
つ の ル

ーツ

は自然環境系 の 領域 で ある こ とを明か に した。

（5）大学 の 環境教育の 拡大を、短絡的に捉えるの で

は な く、社会的背景 （環境科学 と 高等教育政策）と

の 関連 で 分析 を 行 っ た。

（6）環境冠学科を、学問分 野 別、設置形態別、学士 ・
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大 学院 別 に分 類 し、多様 な視点 か ら分析 を行 っ た。

（7）（6）の 分類に 基づ き、各類型毎 に環境 冠 学 科 の

設置経緯の 分析を行なっ た。

（8）　 「大学設置基準 の 大綱化 」 を 1 つ の 切 り 口 と

し て、大学 の 環境教育の 拡 大 と多様化 の 過程を明

らか に した （内山，2004：2005）。

（9）トロ ウ
・モ デ ル を、1990 年代 に初 め て 環境教

育の領域 に 導入 し、大学 の 環境教育の 歴 史 と現状

に つ い て の 俯瞰型研究 を行 な っ た （内 山，1996）。

（10）環境冠学科の 学生 の 就職先 との マ ッ チ ン グ に

関す る 研 究を 、既に 1990 年 代 に行 っ た （内

山，1999）。

4．3．高等教育論 に お け る 日本 の 大学の 環境教育

研 究 の マ ッ ピ ン グ （歴史的俯瞰）

　4．2 で 10項 目 に 分類 した 研 究 を繋 ぎ合 わ せ 、日

本 の 大学 の 環境教育 の マ ッ ピ ン グ （歴史的俯瞰）

を行 な っ た 。

（D環境科学前史

　1957 年 に 最初 の 衛 生 工 学科が 北海道大学 に 設

置 された（内山，1996 ：1998；2000＞。

　公 害 が社会 問 題 と して顕在化 し、国や自治体 に

よ る法規制や ，公害 の 現象解明 の た め の 調査・研 究

がなされ た。また公害
・
環境関連 の 文部省科研 費

研究が開始 され た （内山，1999）。

（2）第一
次環境ブーム

　 環境科学 の 制度化 の 時代 で ある。1968年 に最初

の 環境 冠 学科 が 工 学 系学部 に 設 置 さ れ た （内

山，2000）。また 農学 ・理学を中心 とす る 自然環 麌

系 の 領域 に お い て も環境研 究が 行 わ れ て い た。

　公 害国会を経 て 、政府に よ り、公 害 ・環境関連

の 講座 ・学科の 設 置 が 要請 され、1970 年代を通 し

て 、国 立 大 学 の 工 学 部 と農学部 に お い て 、環境冠

学 科 の 設 置 ラ ッ シ ュ が 生 じ た （内 山，1996 ：1998：

2000 ：2002 ：20G7）。ま た ，環境関連 授 業 科 目が、理

系 学 部 を 中 心 に 開 設 さ れ た （内

山，1996：1998 ：2004）。

　 1970 年代後半 に は 、北 海 道 大 学 と筑 波 大 学 に学

際的な分野構成を した 大学院環境科学研究科が 設

置 さ れ、ま た 学際的な大学院 に お け る環境冠専攻

の 設 置ラ ッ シ ュ が生 じ た（内山，1999：2005）。

　 1970年代後半に は、従来 の 複数 の 公害 ・環 境関

連 の 科研費研究 を束 ね て 、環境科学特別研究が立

ち 上げられ た （内 凵］， 1999）。

（3）第一
次停滞期

　 環境冠学科 の 設置 は頭打 ち とな り、ま た 「環境

と言 え ば 研究費が つ か ない 」 時代 となっ た。こ の

時期 の 大学 の 公 害 ・環境研究を支 え、来た るべ く

第二 次環境 ブー
ム への 橋渡 しの 役 割 を 果 た し た の

が、科研費環境科学特別 研 究で あっ た （内山，1999）。

　ま た、臨教審 か ら大学審 に 至 る
一
連 の 高等教育

政策論議 に お い て 、高等教育の 新 た な方向性が模

索され た （内山，2006）。

  第二 次環境ブーム

　地 球 環境 問題 や リオ サ ミ ッ ト等 の 環境 に 対す る

世界的な関心 の 高揚、及 び 大学設置 基 準 の 大 綱

化
・大学院重点化 を初 め とす る 1980年 代 半 ば以 降

の 高等教育政策の 動向 を 背景 と して 、再び 環境冠

学科 の 設置 ラ ッ シ ュ や 環 境 関 連授業科 目 の 開設 が

急増 した 。 国立大学の 理 工 系学部や大学院 に お い

て は 言 うまで も無 く、公私立 大学や人文社会系の

領域に お い て も浸透 した。また 1990 年代後半以降、

学際的な環境冠大学院 が 増加 した （内μ」，2QO5）。

　大学 の 構造改革
・
教育改革が 進行す る 中で 、競争

的資金 の 配分や大学の 地域連携 、ISO の 導入等 の

高等教育を 取 り巻 く新たな動向 の 中 で 、多様 な 環

境 教 育 が 大 学 に お い て 実施 さ れ て い る （内

山，2004 ： 2005）。

5．後 進 の 研究グル
ー

プ との 比 較

　以 上 の 結果 を，環 境省 の 「持続 可 能なア ジア にお

け る高等教育人 材 の 養成検討会 」 の 「ビ ジ ョ ン 」

と比 較 し た。

表 2　 「日本 の 大学 の 環 境教 剤 研究の 類似点

内 の
≡ム
畠
　　　　　　　　　　　　 夛・全の ビジョ ン

q｝大学の制度・政策・組識的側面から「中身．へ 第潭 1 日耡 大学1こ鮒 る環境人材育

成の現状．添付費料第庫

〔帥環境冠学軽と非環愛冠孚科との区分と環境冠学科

の全体的な位暦づけ

第2章L日本の大学における環境人材育
成蝦 状、添付酬 第瞳

〔3）大学の環境教育の時代毎の特徴と歴史的府瞰
觀章1日本の大学における環境婀 育

成の獄

｛4〕衛生工学のル
ー

ソ
第嶂 1日本の大学におトナる環境人材育
成の現

1

［5〕辻会的背景〔環壌科学と高等教育政策）との開連
第嶂 1晦 の大学にお矚 環境入材育

成の

〔5環境冠学勘 分類
第嶂 田 本の大学における環境人材育
成の現状 添付費科 啅

ω環境冠学科の設置飜 の分析 添1寸鮒 第璋

帽）　「大学設置基凖の大調化」のフレ
ーミング

觀動 日本の大学における環境人材育

成の現状 添1憤 料 2章

喞　マ
ー
チン・「 ロ ウの高等教育発展段階モデル

第嶂 2アジアの大学における環境教

育
・ESD娵 組みの 飜

｛1の環境冠学科の学生の就職先とのマ ンチング
第嶂矇鰍 材の社会へ暖 け入れに回

ト†た課題

　そ の 結果、両者 は 非常に 類似点 が 多い こ と、発

表年 月 は 内山 の
一

連 の 研 究 が 先行 し て い る こ とが

明 か とな っ た。

6結 果と考察

　1990年以降，高等 教育 政 策 ・制 度 ・組 織的側 面

を中心 に、　 「日本 の 大学の 環境教育」 の 俯瞰型研

究 が 行 われ て い る こ とが 明 らか と なっ た。しか も、

こ れ ら
一

連 の 研究 は、大学 の 環境教育の 俯瞰型研

究 の 中核的な部分 で あ り、政策に も反映 され て い

るもの と見な され る
注 2）

。

注 1 ：例え ば高等教育学会 （2007），広 島大 学 （2005）

注 2 ：小 池俊 雄東 京大 学 工学 系研究 科教授 コ メ ン ト，2008 年 3月
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